
再生可能エネルギーの現在位置
ー技術者の視点からー

2026年2月17日
（一社）共生エネルギー社会実装研究所（RISES)所長

東京農工大学名誉教授

堀尾 正靱

全国町村会シンポジウム：            「地域を豊かにするための「脱炭素」
～小水力発電の可能性と地域再エネの実装～」

【第2部】地域の再エネ実装を展望する
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各種脱炭素技術と再エネ

？ ？

天然水素 核融合

#56 pp.296-303
参照



2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

CCS
（CO2

隔離
貯留）

水素
火力
発電

目標(2030年時)
コスト；30円/Nm3

量：最大300万ｔ

目標(2050年時)
コスト；20円/Nm3

量：最大2000万ｔ

アンモ
ニア
火力
発電

目標(2030年時)
コスト；10円台後半/Nm3-H2

国内導入量：300万ｔ/年

目標(2050年時)
国内導入量：3000万ｔ/年

大型専焼発電の技術開発

水素発電の実機実証(燃料電池、タービン混焼・専焼)

国内外展開支援(燃料電池、小型・大型タービン)

石炭火力(実機)への
アンモニア20％混焼の実証

混焼に向けた

設備改修 20％混焼の開始 石炭火力における
アンモニア混焼の拡大

アンモニアの混焼率向上、専焼に向けた必要な
基礎技術の開発(2025万博での活用も検討)

混焼率向上
専焼に向けた実証

専焼化
開始

アンモニア管理手法や燃焼時の危機性能に関
する規格の検討

国際標準化に向けた検討・調整

アジアを中心に混焼技術を展開

水素社会
推進法

法制化準備

CCS
事業法

法制化準備

CCS適地の検討
事業性調査等

試掘、貯
留量評価等

最終投
資決定

掘削、設備
投資等

操業

試掘権の設定
貯留事業権の設定

目標（2030年時）
回収源のクラスター化

貯留地域のハブ化による事業の大規模化

アジアCCUSネットワークやJOGMECリスクマネー供給等に四つプロジェクト支援と通じて、日本企業の権益取得を支援するほか
CO2の輸出を可能とするため国際交渉に着手する

第7次エネルギー基本計画
GX2040ビジョンGX

推進法
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メガソーラー対策パッケージ

アンモニア/CCS系脱炭素
のロードマップ



1) 苫小牧地域CCS
2)日本海側東北地方CCS

3)東新潟地域CCS

5)九州西部沖CCS

6)マレー半島沖北部CCS

4) 首都圏CCS

9)大洋州CCS8)マレー半島沖南部CCS 7)サラワク沖CCS

１）

2）

4）

5）

3）
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マレーシアへ輸送・貯留 大洋州へ輸送・貯留

CCSによるCO2の行き先



アンモニア/CCS系脱炭素
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アンモニア火力/CCSの脱炭素では系統電力価格の高騰が必至

2022年2月24日 第2回CCS長期ロードマップ検討会、泰中一樹氏（電中研）提出資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/ccs_choki_roadmap/pdf/002_03_00.pdf

ブルー水素、ブルーアンモニアを
輸入するシナリオのコスト構成
(図)からわかるように、電気代は
現状の２～３倍になりそうです。
外国産グリーン水素やそれによ
るアンモニアなどの輸入の場合
はさらに効果になるかも。

アンモニア、水素等も輸入燃料！
電力コスト数倍増は必至
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「世界最大」の「直接空気回収技術（ＤＡＣ）」プラント「マンモス」の外観/Oli Haukur Myrdal/Climeworks via CNN Newsource

スイスの新興企業がアイスランドに建設した「直接空気回収技術」プラントのモジュール/Climeworks via CNN Newsource

「世界最大」の「直接空気回収技術（ＤＡＣ）」プラント「マンモス」

の外観/Oli Haukur Myrdal/Climeworks via CNN Newsource

https://www.cnn.co.jp/business/35218725.html
スイスの新興企業クライムワークスがアイスランドに建設した二つ目の商業用「直接空気回収技術（ＤＡＣ）」プラント。そ

の大きさは、２０２１年に操業を開始した「オルカ」の１０倍。コストは１トン当たり１０００ドルに近いという。ただし、１００ド

ルがこの技術を手頃な価格で実現するための重要なしきい値。

ＩＥＡによると、世界の炭素除去装置で除去できる量はすべて合わせても年間１万炭素トンに過ぎず、３０年までに世界の

気候変動対策の目標を達成するために必要とされる年間７０００万トンには遠く及ばない。

他社はすでにはるかに大規模なＤＡＣプラントを建設中。たとえば、米テキサス州で米石油大手オクシデンタルが建設を

進める「ストラトス」は、年間５０万トンの炭素を除去するよう設計されている。ただしEORに使用されるため、化石燃料経済

と共存し続けることになる。(報道の文章を引用し修正)

DAC： 大気からの直接回収

DACとは：
400ppm＝0.0004％
という希薄なCO2を直
接回収する技術
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https://www.cnn.co.jp/photo/l/1246891.html
https://www.cnn.co.jp/photo/l/1246885.html


CO2リサイクル燃料も
水素製造＋メタネーション＋DAC(大気中からのCO2回収)コストが加算
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大気中に放散したCO２をDACで回
収する場合のコストは煙突からの
CCSに比べて約3倍になります。

DAC

ボイラー等からのCO2は容易に回収
できますが、小規模分散発生源から
待機中に排出されたCO２はDAC
（大気からの直接回収）で回収する
必要があります。



日本の核融合開発プロジェクトの展望
1. 主要プロジェクトと実施主体
• ITER（国際熱核融合実験炉）：QST（量子科学技術研究開発機構）が参加し、南フランスで建設が進む

世界最大級の国際協力プロジェクト。
• IFMIF（国際核融合材料照射施設）：QSTおよび大学連合が推進。核融合炉材料の耐久性を検証するため
の強力な中性子源施設。

• LHD（大型ヘリカル装置）：NIFS（核融合科学研究所）が実施。日本独自のヘリカル方式による高
温プラズマの定常保持研究。

• 民間主導の商用炉開発：(株)Helical Fusionなどが推進。NIFSの成果を基に、より早期の社会
実装を目指す。

2. タイムスケジュール 
• 現在〜2030年代：ITERの建設および実験運転。IFMIF/EVEDA（工学実証・工学設
計活動）の実施。
• 2034年まで：Helical Fusionによる世界初の定常核融合炉の商用化目標。
• 2040年代以降：原型炉（DEMO）による発電実証プラントの稼働。

核融合？
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中性子遮蔽ドアの一例
カリフォルニア・バークレイのローレンス・リヴァモア・研究所

https://www.reddit.com/r/inter
estingasfuck/comments/12wkk
0w/the_door_of_lawrence_liver
more_national/ 10
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当面 日本を元気にする脱炭素はどちらか？
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対外エネルギー支払い数倍増路線
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対外エネルギー支払いは地域を疲弊させている
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手の届く再エネの話が重要

太陽光
小・マイクロ水力
バイオマス熱利用

2024年 世界の新設電源要領の内訳

風力

太陽光 72.81
風力 18.24

水力（揚水を除く） 0.02
揚水等 0.77

地熱 0.31
バイオマス 0.02

その他再エネ 0.42
原子力 0.45

化石燃料 6.96

太陽光
72.81

風力
18.24

化石燃料
6.96
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https://www.irena.org/Publications/2025/Jun/Renewable-

Power-Generation-Costs-in-2024
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再エネ電力のコストは大きく低下



変動性電源としての再エネ対策がこれからのキーに

2016年4月―2020年3月までの中国地方の太陽光発電量の推移

十分な連系線容量を仮定してもかなりの蓄電容量が必要（RISES計算結果2026）



北海道

道内送電線
約1.1兆円

東北

関東

400万ｋW 400万ｋW

東北⇔東京
送電線増強

約2,000億円

北海道⇔東北⇔東京
送電線新設

約2.5～3.4兆円

海底 海底

東北地内
送電線増強

約6,500億円

北海道と本州の海底送電線 柏崎刈羽原発の送電線活用が有力候補、WIND 
JOURNAL、2023年10月12日.  https://windjournal.jp/118451/

再エネ太陽の送
電線増強：

計画はすでに動き
始めています。
が・・・
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手の届く脱炭素＝地域・世帯エネルギー自立

総論

FITの終了とFIPへの移行で、太陽光発電にはかつてのような大きな付加

価値はなくなった一方、日本では工事費の高値状態が続いている。

したがって、最も効果的な太陽光発電は自家消費を主体とした形になる。

地域新電力会社も、自治体や地域企業・住民を顧客とした形で運用さ

れれば双方にメリットが発生する。

昼の太陽光余剰電力を夜使うには、蓄電池やEV-V2Xが効果的。

ただし、V2Xはまだ高価すぎる状態。

系統用蓄電池は現在大きな投資価値のあるアイテム。自治体も負けず

に検討されてはいかがか。



野澤哲生日経XTECH 2025.11.5

https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/03385/103100004/

どんどん安くなるエネルギー貯蔵システム
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需給調整市場の開設

エリアを超えた広域的な調整力の調達を行うこと
でより効率的な需給運用を目指すために、需給調
整市場が2021年に開設された。

一般社団法人電力需給調整力取引所資料 2025.3.14 https://www.eprx.or.jp/outline/docs/kaisetsu.pdf



需給調整市場

一般社団法人電力需給調整力取引所資料 2025.3.14 https://www.eprx.or.jp/outline/docs/kaisetsu.pdf
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自治体も系統用蓄電池の導入検討を

土地の確保

申請

アグリゲータとの契約

変電所・高圧送電線

電力会社との協議

工事

地域エネルギー
共同事業体



㈱再エネ企画
辻 基樹氏のスライド
(2025.5．20)
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近未来の世帯・事業所：PV＋EV+V2H へ



Thank you for 

your attention.
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